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研究成果の概要（和文）：研究者、裁判官、弁護士の三者の協力の下に、実務を踏まえたうえでの家事法の新し
い展開を目指すという目的のもと、親子関係の存否確定、成年後見、遺産分割の各分野については、詳細な検討
を行うことができた。親子関係の存否確定については裁判官による違いはあるものの、当事者による自由なコン
トロールを許さないという方向が示された。成年後見については、家庭裁判所の監督責任、障害者権利条約との
関係、死後事務などとの関係の重要性を明らかにできた。遺産分割については、仮想通貨の相続という現代的課
題を提示することができた。

研究成果の概要（英文）：Under the common understanding of the importance of cooperation of 
academics, judges and attorneys, we have analaysed the determination of parent-child relationship, 
Adult Guardianship and Division of Inherited property.  As to the determination of parent-child 
relationship, the point is the range of effect of the agreement of parties. In Adult Guardianship, 
the problems of the direction of family court, Convention on the Rights of Persons with 
Disabilities, and mandat post mortem should be discussed. In the practice of Division of Inherited 
property, the problem of inheritance of cryptocurrency is important.  

研究分野： 民法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
家事法の分野では、高齢化、情報化などの社会の進展に伴い、新しい問題が刻々と生じている。これについて、
適切な実務の展開を促すためには、研究者、裁判官、弁護士の三者の協力がきわめて重要である。本研究は、各
問題についての検討を順に進めており、これからの家事法の理論・実務の基礎となるものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
わが国の家族法学は、戦前から続く中川善之助の習俗・事実の重視という傾向、戦後におけ

るその反動的な意味を払拭しようとした川島武宜らの見解、条文解釈論としての家族法学にし
ようとした我妻栄の努力を経て、西欧法の伝統を再検討し、家族の法的位置づけを試みようと
する星野英一らの見解と推移してきた。以上のような家族法学の多様な潮流は、現在でも学説
の対立として維持されている。しかし、いずれの方向を推し進めるにせよ、家族法学は、新た
な視点からの再構築が求められている。そして、継続的に発生してくる問題を解決するために、
実務と学説とが十分な連携をもって共同で研究を進めていくことが重要であり、それをいくつ
かのテーマで実現しようとするのが、本研究である。 
 
２．研究の目的 
近時、家族法学の研究が直面している問題の発生原因は、家庭裁判所実務の成熟による学説

からの独立してきたこと、最高裁判所の判例法理が、家庭裁判所の実務で、どのように捉えら
れ、具体的にどのように運用されているのかがわかりにくく、現在の家族法の全体像が国民に
はもちろん、研究者・実務家によってすらわかりにくくなっていること、離婚・再婚の増加、
少子高齢化の進行を背景にした社会実態の変化がみられること、家事事件手続法・民事訴訟法、
さらには戸籍法の存在ないしそれによる制約を踏まえた検討が不十分であること、にある。そ
こで、本研究は、家裁実務、弁護士実務、戸籍実務の実態を明らかにしたうえで、そこに存在
する理念的な問題性・論理的な不整合性・実質的な非妥当性を検討し、あるべき実体法的な規
律を考える。 
 
３．研究の方法 
 1 つのテーマにつき、3 回の研究会を開催し、裁判官、弁護士、研究者が順に報告する。そ
して、十分な議論を経て、それぞれの論稿を、本研究の成果の公表を主たる目的として発刊す
る年報に掲載する。具体的には、平成 28 年度に親子関係の確定をめぐる問題点を、松原正明
と木村敦子を中心に検討した。平成 29 年度には、成年後見の問題を、宮本誠子を中心に検討
した。平成 30 年度には、遺産分割の問題を、幡野弘樹教授を中心に検討した。さらに、平成
30 年度後半からは、財産分与の問題を、久保野恵美子教授を中心に検討した。 
同時に、松原正明と道垣内弘人を中心にして、協力者である弁護士等と座談会形式の検討を

行った。平成 28 年度には、相続における配偶者の権利について、平成 29 年度には、養育費に
関する課題について、平成 30 年度には、公正証書をめぐる問題について、それぞれ検討した。 
また、研究年度全般にわたり、松原正明が、当該年度の重要な家事法判例を整理し、公表す

ることを行い、今後の研究の基礎を確立した。 
 
４．研究成果 
 （1）まず、親子関係の確定については、客観的な証拠に基づかない当事者の合意をどこまで
認めるかが問題であるところ、一部の実務的解説とは異なり、実際には、外形説を満たすだけ
の客観的な証拠を要求するという運用がされていることが明らかにできた。さらには、学説等
の混乱が、嫡出推定・否認制度の公正枠組みを十分に捉え切れていないことから生じているこ
とを明らかにし、第 1次的な父子関係の成立とその否認、否認における父性推定とその反証問
題を基礎とすることの重要性が指摘できた。 
 次に、成年後見については、障害者権利条約との関係、裁判所の監督との関係を十分に意識
した制度運用の必要性を明らかにするとともに、後見人の死後事務については、包括的な検討
を明らかにすることができた。 
 遺産分割の問題、財産分与の問題については、まだ成果を公表できていないが（出版社には
すでに原稿が集まっており、7月には公刊の予定）、仮想通貨の相続などの問題を扱うことがで
き、問題点の整理はできた。さらには、財産分与の問題は、現在検討中である。 
 
 （2）座談会形式の研究としては、まず、相続における配偶者の権利については、配偶者の居
住を保護することの理論的な意味を明らかにできた。つまり、遺産共有との関係であり、たん
に配偶者の保護の必要性だけを強調しているのでは足りない。 
 養育費については、2016 年に日弁連が公表した、いわゆる新算定表について、検討を進めた。
その意味をこれまで以上に明らかにすることができた。とりわけ、養育費の始期と終期の問題
は重要であり、今後の検討が必要とされる。 
公正証書については、まだ成果を公表できていないが（7月には公刊の予定）、遺言と離婚時

の公正証書の 2つにつき、実務の現状を明らかにできたと思われる。そして、この座談会を承
け、遺言執行についての理論的な検討の必要性を明らかにできた。 
 
（3）毎年の家事法判例の整理については、着実に、重要な資料を整理・提示することができ、

今後の研究の基礎を確立できた。 
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